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IPCC Special Report – Emissions Scenarios

対象シナリオ

A1C

A2

B1

(出典)http://www.grida.no/publications/other/ipcc_sr/?src=/climate/ipcc/emission/



産業革命からの累積CO2排出量と大気温度上昇の関係
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低炭素社会戦略センタ低炭素社会戦略センター
研究テーマ

１．低炭素社会実現の基本戦略とシナリオ策定

２．低炭素社会実現の技術開発と普及に関する戦略

３．低炭素社会実現のための経済・社会制度の設計

４．低炭素社会実現のための国際戦略の検討

５ 低炭素社会実現に伴う国民生活への影響分析５．低炭素社会実現に伴う国民生活への影響分析

６．地球温暖化への適応戦略の検討

７ 低炭素社会関連研究の構造化と情報発信７．低炭素社会関連研究の構造化と情報発信

８．低炭素社会実現のための社会システムの設計、評価
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１．低炭素社会実現の基本戦略とシナリオ策定
（１）日本の一般均衡モデルを用いた中期目標および長期目標達成のシナリオ分析

（２）電力システムの低炭素化の実現可能性評価

２．低炭素社会実現の技術開発と普及に関する戦略
（１）技術戦略（材料開発から技術開発につながる研究の構造化）

（２）地域導入実験の実施と地域における普及可能性の評価

３．低炭素社会実現のための経済・社会制度の設計
（１）排出権取引 地球温暖化対策税 自然エネ固定買取の整合性がある制度設計（１）排出権取引、地球温暖化対策税、自然エネ固定買取の整合性がある制度設計

４ 低炭素社会実現のための国際戦略の検討４．低炭素社会実現のための国際戦略の検討
（１）ポスト京都の国際戦略

（２）CCSに関する国際戦略とその評価（２）CCSに関する国際戦略とその評価
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５ 低炭素社会実現に伴う国民生活への影響分析５．低炭素社会実現に伴う国民生活への影響分析

６ 地球温暖化への適応戦略の検討６．地球温暖化への適応戦略の検討
（１）適応技術の被害低減効果の検証・予測（技術の革新性・競争力、効果の高い

技術の組み合わせ、技術の社会への導入タイミングと普及方策など）技術の組み合わせ、技術の社会 の導入タイミングと普及方策など）

７．低炭素社会関連研究の構造化と情報発信
（１）各地域での取組みの調査・整理、構造化

（２）低炭素社会・エネルギー環境問題に関する教育のカリキュラム化

（３）ポータルサイトなどを通じた情報発信

８ 低炭素社会実現のための社会システムの設計 評価８．低炭素社会実現のための社会システムの設計、評価
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4技術分野と5研究領域(募集単位の位置づけ)
募集単位

4つの技術分野

分野別 発電効率50%以上 液体窒素温度エネルギー密度

4つの技術分野

超伝導材料
太陽電池
（量子ドット・
タンデム他）

蓄電池

750℃蒸気耐熱合金

耐熱合金・
リサイクル可能
高性能材料

分野別
2030年
目標

 発電効率50%以上
 コストはモジュール
で現状の1/10

 液体窒素温度～
100 K超伝導送電

 高臨界電流密度化
 Je(77 K) > 105 
A/cm2 (現状の5倍
以上)

 エネルギー密度
500Wh/kg以上

 750 ℃蒸気耐熱合金
 1800℃級タービンに向
けた耐熱高強度材料シ
ステム

 リサイクル材50%超の
高性能材

 希少金属使用50%削減 希少金属使用50%削減

原材料使用量低減化技術、
高速・低コスト製造プロセス など

製造・原材料プロ
セスの基礎技術

>100 m

スケール

10‐3 m

普
及
技
術5

微粒子・層の構造化と機能創出、
結晶相・分散制御、自己組織化現象 など

ナノ・メソスケール
構造化・機能化

10‐9 m

10‐6 m 

術

基
礎

つ
の
研
究
領
域

結晶・粒界・界面の構造と物性制御 など

新物質材料創成
と元素制御

<10‐9 m

礎
原
理

域

各種物性・機能予測、材料劣化機構、
デバイス性能・寿命予測 など

物質・材料シミュ
レーション技術

2030年目標に資す
る新規提案枠 新原理・理論提案
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Simulation results using our CGE model (4)
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Simulation results using our CGE model (3)

2

0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

Without efficiency improvement-8

-6

-4

-2

ol
d　

(1
00

00
 y

en
) Ｂｙ Ｒ．Ｍａｔｓｕｈａｓｈｉ

Without efficiency improvement 
in home electric appliances

-14

-12

-10

-8

an
ge

 in
 e

ac
h 

ho
us

eh
o

Welfare values increase 
in all income brackets by 
efficiency improvement in-20

-18

-16

14

W
el

fa
re

 c
ha

efficiency improvement in
home electric appliances.
Aggregate welfare change30

40

Brackets of annual income

Aggregate welfare change 
amounts to 8.04 trillion yen.

With ffi i i t

20

30

us
eh

ol
d　

(1
00

00
 y

en
)

With efficiency improvement 
in home electric appliances

0

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

re
 c

ha
ng

e 
in

 e
ac

h 
ho

u

10-20

-10

Brackets of annual income

W
el

fa
r

Ｔｏｐ ｒｕｎｎｅｒ method



11



12



13



植物病被害低減による CO2吸収源としての緑環境
実証実験

植物病被害低減による
温室効果ガスの削減

CO2吸収源としての緑環境
の保全・創出

0 42% 0 2%〜1 88%0.42%
相当量のCO2を削減
(1990年⽐)

0.2%〜1.88%
相当量のCO2を固定
(1990年⽐)

臨床植物医科学システム
臨床植物医科学ネットワーク
シニア植物医師訓練プログラム植物病院 植物医師

農業⽣産の低炭素化⾼齢者がやりがいを⾒出す
ことのできる社会の構築

⽬的
できる社会 構築
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現状
植物病による損失を半減

植物病被害低減による温室効果ガスの削減

農業⽣産に投⼊される

植物病により⽇本国内では農作物
⽣産量の約30％が失われている

植物病による損失を半減
試算

農業⽣産に投⼊される
エネルギーが15%削減可能実際の収量

70%
植物病による損失

30%

CO2 0 42%削減 ( 990年⽐)本来期待される収量 (100%) CO2 0.42%削減 (1990年⽐)

＋およそ50万haの余剰農地の発⽣

適切な緑肥植物の栽培管理

CO2吸収源としての緑環境の保全・創出
試算

緑肥として農地に鋤き込む

上記の余剰農地
適切な緑肥植物の栽培管理

耕作放棄地 のうち50万haを⽤いて

CO2吸収源として⾼CO2固定植物を栽培 緑肥として農地に鋤き込む
ことによりCO2を固定

0 2% 1 88%相当量の

サンパチェンス アシタバ ペレニアル

0.2%〜1.88%相当量の
CO2を新たに固定 (1990年⽐)
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環境モデル都市

環境モデル都市とは、「低炭素社会に向けて高い目標を掲げ先駆的な取組にチャレンジ
する都市」として、平成20年に国が指定した13の都市である。する都市」として、平成20年に国が指定した13の都市である。

△下川

時期 イベント
環境モデル都市（13都市）

□帯広

△下川 H20年4月 環境モデル都市募集

H20年5月 都市からの提案：82件

H20年7月 6都市選定

【歳入総額】
（2005年度）

■一兆円以上

■横浜▲京都

□千代田
▲富山

帯
▲飯田

H20年7月 6都市選定

H21年1月 7都市追加選定

H21年4月 21~25年度の

■ 兆円以上
▲千億円以上
□百億円以上
△百億円未満

■横浜▲京都

▲堺 ▲豊田

△梼原

アクションプラン公表

H22年5月 21年度アクションの
フォローアップ結果公表

【昼間人口】
（2005年度）

百万人以上

▲北九州 □宮古島

・・・
・・・

H23～26年 22～25年度アクションの
フォローアップ結果公表

百万人以上
十万人以上
一万人以上
一万人未満

Center for Low Carbon Society Strategy

□宮古島
□水俣

フォロ アップ結果公表未満
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各都市の地球温暖化対策
【ケース1】 横浜市 （1/2）

横浜市は、「ヨコハマはG30」等で市民と協働した環境行政の実績があり、今後も市民と
協働して「民生家庭」部門でのCO2削減を中心に取り組んでいく。

基本情報 排出状況

協働して 民生家庭」部門でのCO2削減を中心に取り組んでいく。

環境行政の実績 廃棄物背
景

環境行政の実績
公害対策（S40年）、ヨコハマはG30（H15
年）

取 民生家庭交通
農業
0.3%

廃棄物
17%

削減
市民一人あたり

取
組
方
針

民生家庭
29.1%

交通
21.0%

年間
CO2排出

削減
目標

2050年 60％削減（2004年比）
2020年 30％削減（2004年比）

注力
分野

家庭部門CO2排出削減

都
市

人口
総数

352万人
就
業
者土地

1%
22%

170
万人

製造業

CO2排出
量

1,480万t
市
情
報

者
人
口
比

土地
面積

4.3万ha

平均
気温

15.8℃

77%

1次産業 2次産業

次産業

万人
民生業務
22.4%

製造業
23.9%

Center for Low Carbon Society Strategy

気温
15.8℃

3次産業
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各都市の地球温暖化対策
【ケース1】 横浜市 （2/2）

エコカーへの転換、省エネ家電の普及等住民の省エネを促進する対策によって、日々のくらし中心
にCO2排出削減を見込む。また、再生可能エネルギーを現在の10倍導入する目標も特徴的。

活動マップ

排 見 、 標

活動マップ

施策分類事業者削減義務

4,000

6,000
産業

エネル

(千t-CO2)
エ
ネ
ル
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リ
サ
イ
ク
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・
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資
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ハード施策
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収
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拡
大

エ
ネ
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ソフト施策
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・
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資
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源
拡
大

経
済
対
策

技
術
開
発

人
材
育
成

そ
の
他

技
術
開
発

事業者削減義務

カーボンオフセット

SBIR

0

2,000 民生業務
エネル

ギー転換 1

1 1 1 2

1

2一次エネルギー供給

エネルギー転換

製造業

非製造業・農業

日々のくらし
中心

民生家庭運輸

住宅対策

1

2

2

1

4

1

3

1

2

1

対
象
分
野

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー

非製造業 農業

民生家庭

民生業務

旅客

中心

基準年（2004年） 目標年（2050年）

エコドライブ推進
住宅対策

2

1

ー
消
費 貨物

廃棄物

その他

省エネ家電普及
エコカー転換

ソフト施策中心

Center for Low Carbon Society Strategy

基準年（2004年） 目標年（2050年） 1 1 1 1 3 1その他
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